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１．研究の背景と目的 

 奈良県社会福祉協議会（以下，県社協）は 2019 年 4 月

1日から 2022年 3月 31日までの 3ヶ年事業として，奈良

県災害ボランティア受援体制整備事業（以下，災害ＶＣ

受援体制整備事業）を実施した．災害ＶＣ受援体制整備

事業は県下の全ての市町村を対象として，被災時に速や

かに災害ボランティアセンター（以下，災害ＶＣ）を開

設できる体制づくりを目的とする事業であった．災害Ｖ

Ｃとは，「ボランティアをして欲しい被災者」と「ボラ

ンティアをしたい人」を繋ぐ機能を担うことによって，

被災者の生活再建を支援するテンポラリー組織である．

 昨今，発災時には被災地の市町村社会福祉協議会（以

下，市町村社協）が主導して公的災害ＶＣを開設するこ

とが当然のように考えられている．しかしながら，公的

な災害ＶＣの設置及び運営は市町村社協の法律上の義務

行為として行うものではなく，自ら進んで行う行為であ

るため，県内の市町村社協においては専任従事者の配置

は無く，予算措置もされていないのが現状であった．こ

のような状況下において災害ＶＣ受援体制整備事業は開

始されたのである． 

 災害ＶＣ受援体制整備事業は，何時か襲ってくる自然

災害に備えて，被災地の市町村社協が多様な組織と連携

しながら災害ＶＣの設置・運営が可能となる災害ＶＣ受

援体制整備を目指したのである．災害ＶＣ受援体制整備

事業は，内閣府防災担当（2018）が「防災における行政

のＮＰＯ・ボランティア等との連携・協働ガイドブック」
1)において述べている「被災者支援は，行政・災害Ｖ

Ｃ・ＮＰＯ等の三者連携が重要」とする考え方を基本と

した．

 県では平成 23 年台風第 12 号に起因する紀伊半島大水

害が発生した際に天川村並びに十津川村において災害Ｖ

Ｃを開設した経緯がある．天川村は標高 1,000～2,000m

の大峰山脈に囲まれた県南部の山村であり，アクセスは

山間部を縫う道路だけである．当時，ボランティアは県

内募集としたが，ボランティアがマイカーで天川村へ集

結することを想定した場合，交通事故や駐車場不足が懸

念されたために，直線距離で約 30km の距離にある近鉄橿

原神宮前駅から天川村までボランティアバスをピストン

運行することを決定した．十津川村も県南部の山村であ

るが，アクセス道路が全て土砂災害によって通行止めと

なっていたために，止むを得ずボランティアは村内限定

募集とせざるを得なかった．結局，天川村災害ＶＣは

116 件，十津川村災害ＶＣは 70 件の被災者ニーズに対し

てボランティア派遣をマッチングし，被災者の生活再建

の支援を行った． 

 同様に紀伊半島大水害に被災した五條市宇井地区では

隣接する清水地区における深層崩壊発生後 2)，災害対策
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基本法第 63 条に基づく警戒区域に設定され立入禁止とな

ったために，災害ＶＣの開設は見送らざるを得なかった．

黒滝村と野迫川村では崩壊土砂によって河道が閉塞され

て形成された土砂ダムによって，集落が浸水被害を受け

たが，両村は地縁血縁を中心にした被災者支援の方法を

選択したために，災害ＶＣの開設には至らなかった． 

 このような惨事に見舞われた県南部の山間部において

困難な集団避難が敢行された．天川村では，天ノ川沿い

の斜面崩壊による崩壊土砂が天ノ川を塞ぎ土砂ダムが形

成され，徐々に浸水エリアが拡大し集落が浸水する危険

が迫りつつあった．それにもかかわらず，避難指示発令

後も避難していない地域住民に対して消防団が避難を呼

びかけ，役場が用意したスクールバスにて約 100 人の住

民の集団避難を無事に成功させることができた 3)．黒滝

村では，黒滝川上流域における斜面崩壊によって流出し

た流木と土砂が下流域に堆積し土砂ダムが形成され，集

落が浸水する危険が迫りつつある切羽詰まった状況にお

いて，消防団が未だに避難していない住民に対して高台

にある避難所への避難を説得して回り，公用車及び消防

団員の自家用車を使って約 80人の住民の集団避難を無事

に成功させることができた 3)．野迫川村では大規模土砂

災害によって河道閉塞が発生した地区の住民に対して村

役場がバスを手配し約 20 人の住民を村役場へ無事に集団

避難させることができた 4)．これらの被災地にて敢行さ

れたバス及び乗用車を使用した集団避難は，高齢者が多

く避難道が険しい山間部に適した避難行動であり，被害

を最小限に食い止めた被災地の村役場並びに消防団の適

切な避難誘導行動であった． 

 災害ＶＣ受援体制整備事業開始時点（2019 年 4 月 1 日）

においては，県内の市町村地域防災計画において災害Ｖ

Ｃの設置を含む受援計画に関する文書化は完了していた

ものの，それを実行に移す体制整備は一部の県内の市町

村（以降，市町村）を除いて大部分の市町村において未

整備であった．この受援計画とは，第 2 章において後述

している「支援を受け入れるための環境づくり」に該当

するものである．そのような状況で，2019 年に市町村並

びに市町村社協の担当者の参加を得て，内閣府主催の三

者連携研修会を県内にて開催したことが災害ＶＣ受援体

制整備事業の実質的なキックオフとなった．同事業を主

導的に実行するのは市町村社協であり，県社協は市町村

社協を支援する役割を担った．本論は市町村社協が行っ

た諸活動を研究対象としている．その諸活動とは，「災

害ボランティア養成講座の実施」，「市町村と市町村社

協間の協定締結」，「参集・初動マニュアルの策定」，

「災害ＶＣ設置・運営マニュアルの策定」，「郡内町村

協力体制の整備」，及び「災害ＶＣ設置・運営訓練の実

施」であり，最終ゴールは「災害ＶＣ設置・運営訓練の

実施」であった．  

 熊本県に 69 人の犠牲者を出した令和 2 年 7 月豪雨 5)を

契機として「災害ＶＣに係る費用の一部」が災害救助法

の国庫負担の対象となった事が市町村と当該市町村社協

間の協定締結を加速させる追い風となった 6)．災害ＶＣ

受援体制整備事業は「県社協＋市町村社協の二者会談」

に始まり，必要に応じて，「二者＋市町村の三者会談」，

及び「三者＋県の四者会談」を通じて課題の解決に共に

取り組み，そして同事業期間満了（2022年 3月 31日）を

迎えた時には，成功と不成功の事例が混在した結果とな

った．災害ＶＣ受援体制整備事業を推進するうえで苦戦

をした主な原因は，①楽観的災害リスク認識が県民に蔓

延していた事，②県下の 7 割の自治体が人的余力の乏し

い町村である事，及び③2020 年 3 月に新型コロナ感染症

（COVID-19）によるパンデミックが発生したことであっ

た．①のリスク認識及び②の人的余力の問題は改善が可

能な課題であったが，③のパンデミック発生による行動

制限に関しては感染者数低減の時期を待って活動再開す

る以外に対応する術が無かった． 

 そのような状況下において，市町村社協は災害ＶＣ受

援体制整備事業として諸活動（後に，市町村別災害犠牲

者数を加えている）を実施した．本論は，その諸活動の

実施状況に対して多変量解析を実施し，最終ゴールであ

る「災害ＶＣ設置・運営訓練」の実現に与えた影響度を

解明することを研究目的とした． 

 
 

２．先行研究と本論の位置づけ 
 

 災害時の支援力向上の研究に遅れて，阪神淡路大震災

の頃より支援力を活かすための災害時受援体制整備の必

要性が認識されはじめた．近年における災害時受援体制

整備の分野には次のような目覚ましい研究成果が見られ

る．本荘ら（2015）7)は，東日本大震災に被災した受援

自治体及び支援自治体である神戸市職員へのアンケート

調査から，支援自治体が受援自治体の受援力を評価する

要因は，「平時からの情報処理活動」，「支援受け入れ

体制整備」，「支援を受け入れるための環境づくり（場

所，部屋，スペース）」が重要視されることを計量的に

明らかにした．寅屋敷ら（2021）8)は，巨大災害発生時

の初動時から応急対応期間においては，被災地域におい

ては外部からの支援に頼ることができない状況が予想さ

れるため，基礎自治体が地域内の資源を最大限活用した

災害対応を実施するために必要となる重要要素を解明し

た．その結果，「普遍化」，「越境」及び「連携」を必

要な要素であることを計量的に実証した．「普遍化」と

は基礎自治体の各部署や地域内の個人・団体それぞれに

属するほとんどの人材が防災・災害対応の知識や能力を

有する状態，「越境」とは他の組織又は部署に対して能

動的に「連携」に巻き込む行為を指すものと定義した． 

 辻岡ら（2021）9）は，「災害時に誰一人取り残さない，

障害のある人が亡くならない」というミッションを遂行

し，その実現に卓越した成果をあげている市役所職員Ｍ

氏に注目し，Ｍ氏をインクルージョン・マネージャーと

見做した．そのＭ氏からインクルージョン・マネージャ

ーとして求められる技量と器量について，インタービュ

ーを中心にしたデータ対話型理論によって解明した．そ

して，行政と住民との協働を実現するためには，組織間

を「越境」し複数組織間を「連結」できる技量と器量を

兼ね備えた卓越人材が不可欠であることを明らかにした．

その技量の要素を「越境」，「連結」及び「参画・協働」

とし，器量の要素は「使命」，「人となりがよく関係性

を作るのが上手」，「共感をする」，「社会的資本・制

度的資本・政治的資本を持つ」及び「エビデンスに基づ

いている」ことを明らかにした．これらの先行研究は受

援体制を形成する受援重要要素を解明したものである． 

 本論は災害ＶＣ受援体制整備事業の検証を行うための

新たな解析手法を試みている．そこで，解析手法に必要

な変数と，先行研究の成果である受援重要要素との関係

性を整理している．この関係性の整理は，本論が行う独

自解析による検証が独善的検証に陥ること防ぐ効果を期

待するものである． 

 以下に，先行研究の成果である受援重要要素のまとめ
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を行う．本荘ら（2015）7)のいう「支援受け入れ体制整

備」の対象は地方自治体であり，災害ＶＣ受援体制整備

事業の対象は災害ＶＣという相違点は存在するが，両者

が扱う受援体制整備の意味は近似している．したがい，

「支援受け入れ体制整備」は受援重要要素ではなく，災

害ＶＣ受援体制整備事業と同格の概念であると判断し，

受援重要要素から除外した．辻岡ら（2021）9)のいう

「連結」は寅屋敷ら（2021）8)のいう「連携」と同義であ

ると判断し「連携」に統一し，器量の 8 要素は卓越人材

個人に帰属するパーソナリティであるため，受援重要要

素から除外した．結果として，表 1 に示す要素を受援重

要要素として選択した． 

 

表 1 選択した受援重要要素 

 

 

 

 

 

 

 

 

 いずれの先行研究も災害ＶＣの設置・運営にフォーカ

スした研究ではないため，「災害ＶＣの設置・運営訓練

の実現に至る過程」を研究対象とする本論には独自の意

義を有するものと考えられる． 

 
 

３. 奈良県の自然災害リスク 

 

 県下において過去に実施してきた防災訓練等において，

県民の大多数が抱く自然災害に関するリスク認識は事実

誤認に基づく楽観主義に陥っていると実感する場面が

多々あった．災害ＶＣ受援体制整備事業への県民の積極

的な協力を得るためには，このような県民の主観的リス

ク認識と客観的リスク認識との乖離問題の改善を図るこ

とは災害ＶＣ受援体制整備事業にとって避けて通れない

課題の一つであると認識し，同事業の一環として取り組

んだ．その根拠は以下のとおりである． 

 

(1) 地形・地質に潜在する自然災害リスク 

 県内で過去に発生した自然災害は県特有の地形・地質

よって被害を拡大させた事例が少くない．県特有の以下

のような地形・地質的特徴の中に自然災害リスクが潜在

していると考えられる．県を南北に二分するように中央

構造線が通り，それに沿うように吉野川が流れている．

中央構造線の北側は東から大和高原，竜門・宇陀山地，

奈良盆地，生駒・金剛山地が位置する．中央構造線の南

側には吉野川河谷と急峻な吉野山地が広がっている．奈

良盆地と生駒・金剛山地を流れる河川は大和川水系，大

和高原と竜門・宇陀山地を流れる河川は木津川水系，及

び吉野川河谷と吉野山地を流れる河川は吉野川水系と三

水系に分かれている．特に大阪府との境界に位置する大

和川中流域の亀の瀬峡谷は天然の洪水調節弁として，大

阪平野における洪水の抑制をしている反面，大和川のボ

トルネックとなり，奈良県側に内水・外水氾濫をしばし

ば発生させてきた．吉野山地は古生層と中生層の侵食さ

れやすい堆積層からなり，急峻な山地地形を特徴として

おり，古来より大規模土砂災害をくり返し発生させてき

た 10)．大和高原～宇陀山地は約 1,400 万年前の紀伊半島

中軸部から東部に形成されたカルデラ火山群の大噴火に

よって流走した火砕流が堆積した室生火砕流堆積層から

なり，数多くの柱状節理や土砂災害警戒区域を形成し現

代にその影響を残している 11)12)13). 

 

(2) 客観的自然災害リスクとしての県内災害犠牲者数 

 表 2 は県内にて犠牲者（死者と行方不明者の合計）を

発生させた過去の災害の一覧である．表 2 の 1889 年の十

津川大水害以降から 2018 年の平成 30 年 7 月 5 日大雨ま

での約 130 年間の犠牲者を伴う自然災害発生件数は 21 件，

犠牲者総数は 605 人に上っている 14)． 

 また，図 1に示す 2011年～2020年までの都道府県別災

害犠牲者数の比較グラフ 15)においては，奈良県は 47都道

府県中ワースト 21 位となっている． 

 

表 2 奈良県の自然災害犠牲者数 単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 客観的自然災害リスクとしての県内地震震度分布 

 政府地震調査研究推進本部地震調査委員会によると，

令和 4 年 1 月 1 日現在，南海トラフにおいて今後 30 年間

以内にマグニチュード 8～9 クラスの地震が発生する確率

は 70～80％に達すると評価されている．また，奈良県地

域防災計画においては，将来，発生する南海トラフ地震

が奈良県に及ぼす影響は，図 2 に示すように，被害が最

大になるケースの場合，約 7 割の県内市町村が最大震度

６強，残りの 3 割の市町村が最大震度６弱であり，県内

（注）市町村名は記号表記している．市町村名の「？」
印は町村別犠牲者の記録が不明なケースである. 

（出典）牛山（2014）14)に加筆． 
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の全域が震度 6 弱以上の揺れを被ることを示している 16)．

第 3 章(1)～(3)節は，県の自然災害に関する客観的リス

クが決して小さくないことを示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 都道府県別自然災害による犠牲者数 

（注）宮城県～熊本県は目盛の上限を超過している. 

（出典）消防白書（2011～2020 年）15)より作成. 

 

 
N=39（全数） 

図 2 奈良県内市町村の南海トラフ地震の最大震度予想 

（出典）「奈良県地域防災計画地震編」16)より作成. 

 

(4) 県民の主観的自然災害リスク 

 大多数の県民の抱いている自然災害の主観的リスクの

大きさは県民アンケート結果に表れている．2016 年から

2022 年までのアンケート調査 17)において，「県に定住し

たい」と回答した回答者にその理由を尋ねたこところ，

図 3 のように「自然災害が少ないから」の理由がアンケ

ート実施以来，2016～2022 年まで連続して第一位となっ

ている．県民アンケート概要は表 3 のとおりである． 

 このことは県民の自然災害に対する主観的リスク認識

が極端に楽観的であり，第 3 章(1)～(3)節で述べた客観

的災害リスクの大きさに比べて大きく乖離していること

を表している．そのために，県社協は両リスク間の乖離

幅を短縮することを目的として，災害ボランティア養成

講座を地域の要望に応じて無料提供してきた． 

 

 
N=2,695（平均） 

図 3 定住したい理由 

（出典）奈良県県民アンケート調査 17)より作成. 

 

表 3 県民アンケート概要 
■調 査 地 域：奈良県全域 
■調 査 対 象：県内在住の満 20 歳以上の男女・個人 
■調査標本数：5,000 人／毎年 
■標本抽出法：層化二段無作為抽出法 
■調 査 方 法：郵送配布・郵送回収 
■回 収 数：2,826 人／平均 
■有効回答数：2,695 人／平均  率(53.9%) 

（出典）奈良県県民アンケート調査 17) 

 

 

４．災害ＶＣ受援体制整備事業における諸活動の

多変量解析 

 
 災害ＶＣ受援体制整備事業において市町村社協が主導

し実施した諸活動とは，第 1 章において述べた「災害ボ

ランティア養成講座の実施」～「災害ＶＣ設置・運営訓

練」までの 6 つの諸活動のことである． 

 
(1) 解析に際しての仮説 

 本解析に際して仮説①～③を設定した． 

 仮説①は「平時における災害ＶＣ設置・運営訓練の実

施は，被災時に災害ＶＣの速やかな設置とスムースな運

営を可能にする一定の実効性を有している」とした．こ

の仮説①の検証は被災後に可能となる． 

 仮説②は「災害ＶＣ受援体制整備事業の説明変数とし

た諸活動が目的変数とした災害ＶＣ設置・運営訓練の実

現に与えた影響度を解明することが，今後の同運営訓練

の実施率向上に役立つ」とした．説明変数及び目的変数

については第 4 章(3)節に詳述している．仮説②は本論全

体を通して検証に取り組んでいるが，その取り組みは災

害ＶＣ受援体制整備事業の範囲内に限った検証であるた

め，さらに幅広い観点からの取り組みの余地が残されて

いる． 

 仮説③は「3 年間の災害ＶＣ受援体制整備事業を経て

得られた 1 つの数量データと 6 つの定性データ全てをカ

テゴライズすることで定量分析が可能である」とした．
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この仮説③には第 4 章(4)節において検証に取り組んでい

る．なお，使用している解析データは全数データである

ため，標本データから母集団の特性を推定できるとする

仮説の設定はない． 

 

(2) 解析方法のモデル化 

 モデル化にあたり，解析目的とする影響度の解明がで

きる可能性のある手法を表 4 に列挙し，それらを選択す

べき手法候補とした．各解析手法には使用できる解析デ

ータの種類が定まっており，実際に解析するデータの種

類と適合している必要がある． 

 

表 4 影響度調査の解析手法候補 

解析手法候補 
目的変数 説明変数 

カテゴリ－ 
データ 

数量 
データ 

カテゴリ－ 
データ 

数量 
データ 

重回帰分析  〇  〇 

判別分析 〇   〇 

ロジスティック回帰分析 〇   〇 

コンジョイント分析  〇 〇  

数量化Ⅰ類  〇 〇  

数量化Ⅱ類 〇  〇  

（注）表中の〇印は該当することを表す. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 数量化Ⅱ類による解析モデル 

 

 実際に解析するデータは 3 年間の災害ＶＣ受援体制整

備事業を経て得られた実績を示すデータに過去の災害に

よる市町村別災害犠牲者数を加えた．それら解析データ

の種類は災害犠牲者数だけが数量データであり，他は質

的データであった．そこで，実際に解析する全てのデー

タをカテゴライズすれば，全ての解析データをカテゴリ

ーデータの形式に統一できるとの見通しを立てた． 

 表 4 によると，数量化Ⅱ類だけが目的変数並びに説明

変数共にカテゴリーデータであり，前述の見通しに適合

していることが明らかとなった．そのため，数量化Ⅱ類

を解析手法として選択した．図 4 は，数量化Ⅱ類を使用

することを前提として作成した解析モデルである．モデ

ル化においては，数量化Ⅱ類の次のような特性を考慮し

ている．数量化Ⅱ類はカテゴリースコアによって結果が

大きく左右され，そのカテゴリースコアは相関比が最大

になるように求められる．解析精度が劣る場合は，その

解析結果は使用に耐えないため，説明変数の選択からや

り直さなければならない．相関比及び解析精度の判定基

準は第 4 章(6)節において詳述している．18)19)20)21) 

 

(3) Step1 目的変数と説明変数の選択 

 災害ＶＣ受援体制整備事業において実行された諸活動

を通して入手したデータを変数候補とし，各々のカテゴ

リーを表 5 のように定めた． 

 

表 5 諸活動とカテゴリー 
諸活動（目的・説明変数候補） カテゴリー 

災害ＶＣ設置・運営訓練（以下，運営訓練） 
1 実施済み 

2 未実施 

災害犠牲者数（以下，犠牲者） 

1 10 人以上 

2 1～9 人 

3 0 人 

災害ボランティア養成講座（以下，養成講座） 
1 実施済み 

2 未実施 

参集・初動マニュアル（以下，参集初動） 
1 策定済み 

2 未策定 

災害ＶＣ設置・運営マニュアル（以下，マニュア
ル） 

1 策定済み 

2 未策定 

災害ＶＣ設置・運営に係わる協定書（以下，協定
書） 

1 締結済み 

2 未締結 

群内町村協力体制（以下，群内協力） 
1 整備済み 

2 未整備 

 

 表 5 に掲げた解析対象である変数候補を選択した理由,

並びに変数候補と表 1 において示した受援重要要素との

関係性を以下の a)～h)項において述べ，i)項は全ての変

数候補と受援重要要素との関係性を整理している． 

a)  県社協による市町村社協への支援活動は寅屋敷ら

（2021）8)及び辻岡ら（2021）9)のいう「越境」及び

「連携」行為が中心である．しかし，本論は市町村

社協の行う諸活動に限って研究対象としているため，

県社協による市町村社協への支援活動は目的変数並

びに説明変数には含めない． 

b)  運営訓練（目的変数）は被災前に行う災害ＶＣ受

援体制整備のための事前準備として実行可能な最終

工程であり，災害ＶＣ受援体制整備事業の最終ゴー

ルでもある．そのため，唯一の目的変数とした．災

害ＶＣ受援体制整備事業期間満了時点（2022 年 3 月

31日）の運営訓練実施率は54%（21市町村）となり，

災害ＶＣ受援体制整備事業の最終ゴールに対する期

間内における成果としては成功・不成功がほぼ相半

ばした．運営訓練（目的変数）は，当該市町村社協

職員，他市町村の社協職員，地元の団体，及び一般

住民が参加し，災害ＶＣの設置からオペレーション

までを実体験することによって寅屋敷ら(2021)8)のい

う「as3 普遍化」行為を実践するものである．運営訓

練プログラムの中には情報共有会議訓練を組み込む

ことを推奨している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 奈良県災害ＶＣ設定・運営訓練 2019年筆者撮影 
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 この情報共有会議は発災時に開催する同会議をス

ムースに運ぶための事前訓練であり，本荘ら（2015）
7)がいう「as1 平時からの情報処理活動」の実践であ

る.また，運営訓練は当該市町村社協が主催者となり，

地元の団体及び県社協が企画から実行までのサポー

トを行っており，辻岡ら（2021）9)のいう「as6 参

画・協働」行為を実行するものでもある．図5は2019

年奈良県防災総合訓練会場にて開催した運営訓練の

模様である． 

c)  犠牲者（説明変数候補）は，過去の災害による市

町村別災害犠牲者数が運営訓練（目的変数）に影響

を与える可能性があると推測し説明変数候補に加え

た．表 1に示す受援重要要素には該当する要素が存在

しないため，表 6 に「as7 被災経験」を筆者案として

加えた. 

d)  養成講座（説明変数候補）は，市町村社協の依頼

に基づき県社協が実施した養成講座の開催の有無を

示している．養成講座の開催には，地域内での受講

者集めが必要となるため，養成講座の開催が可能か

どうかは地域住民の防災への関心度を推し量る一つ

のバロメーターとなり得ると判断し説明変数候補に

加えた．同講座では災害ボランティア活動への勧め

を説くと共に，多数の県民が抱いている楽観的過ぎ

る主観的リスク認識を事実に基づく客観的リスク認

識に近づけるための意識改革にも努めている．した

がい，この養成講座（説明変数候補）は自然災害リ

スクについて情報共有を目指す本荘ら(2015)7)がいう

「as1 平時からの情報処理活動」といえる．又，寅屋

敷ら（2021）8)のいう「as3 普遍化」行為でもある.  

e)  参集初動（説明変数候補）とは，発災時に市町村

社協職員が参集しなければならない基準及び初動方

法を定めたマニュアルが策定済みか否かを示してお

り，その重要性を鑑みて説明変数候補に加えた．参

集初動（説明変数候補）は発災直後に行う社協職員

の行動ルールを周知させることを目的として作成す

るものであり，寅屋敷ら（2021）8)のいう「as3 普遍

化」を図る行為である. 

f)  マニュアル（説明変数候補）とは，災害ＶＣ設

置・運営マニュアルが策定済みか否かを示している．

同マニュアルは災害ＶＣを支える組織，運営手順，

使用する様式類，使用する資器材，及び災害ＶＣの

設営方法等が定められている．同マニュアルは災害

ＶＣの組織的運営に不可欠であるために，説明変数

候補とした．マニュアル（説明変数候補）は本荘ら

（2015）7)がいう「as2 支援を受け入れるための環境

づくり」の手引きであり，それを災害ＶＣ運営スタ

ッフに周知させる手段である．したがい，マニュア

ル（説明変数候補）の策定は寅屋敷ら（2021）8)のい

う「as3 普遍化」行為でもある． 

g)  協定書（説明変数候補）とは，災害ＶＣ設置・運

営に係る市町村と当該市町村社協間の二者協定が締

結済か否かを示している．協定書は，市町村から当

該市町村社協への災害ＶＣの設置場所の提供，並び

に市町村による災害ＶＣの設置・運営に係る経費負

担等について定めている．また，協定書の存在は災

害救助法の定める「災害ＶＣ運営費用の一部国庫負

担」の請求手続きを行う際の証明書となるものであ

る 6)．協定書の締結によって，被災地の市町村社協が

費用負担等に関して不安を抱くことなく災害ＶＣの

設置・運営ができるようにするために，運営訓練

（目的変数）の実現に対しても良い影響を与えるも

のと判断し，説明変数候補に加えた．この協定書

（説明変数候補）の締結は，本荘ら（2015）7)がいう

「as2 支援を受け入れるための環境づくり」の実現を

確実にする行為といえる．協定締結においては，災

害ＶＣを設置する適切な施設の確保が困難である，

又は上限の無い費用負担条項に対して，市町村から

の同意を得ることが困難な場合も少なくない．この

ような膠着状態を解決するために，市町村，当該市

町村社協及び県社協による三者会談等を根気強く行

っている．このような三者会談は辻岡ら（2021）9)が

いう「as6 参画・協働」行為であり，並びに寅屋敷ら

(2021)8)及び辻岡ら(2021)9)のいう「as4 越境」並び

に「as5 連携」行為にほかならない．図 6 は宇陀市と

宇陀市社協間の協定調印式の模様である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6 宇陀市協定書調印式 2020 年筆者撮影 

 
h)  郡内協力（説明変数候補）は，災害ＶＣ受援体制

整備事業としての当初の活動計画に含んでいなかっ

たために，解析の初期段階には説明変数候補に加え

ていなかった．郡内協力とは同一郡内の町村が郡単

位に合同し，運営訓練（目的変数）実現のために協

力し合う体制が整っているかどうかを示すものであ

る．郡内協力は町村社協の小さな組織形態という弱

点を補うことによって，運営訓練（目的変数）を実

現し易くする体制づくりであるとの判断から後に説

明変数候補に追加したが，そのことが解析精度の向

上に役立った．解析精度については第 4 章(6)節にお

いて詳述している．この郡内協力（説明変数候補）

は寅屋敷ら（2021）8)及び辻岡ら（2021）9)のいう

「as4 越境」並びに「as5 連携」行為である．郡内協

力（説明変数候補）の実現においては県社協並びに

強い熱意を持つ郡内の町村社協が連結ピンの役割を

果たした． 

 

表 6 諸活動と受援重要要素の関係性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注)上表の○印は「実施している」の意味．as1～as6

は先行研究の成果，as7 は筆者案. 諸活動は市町村

社協の活動のみ． 
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i)  第 4 章(3)節 a)～h)項において行った各々の諸活動

と受援重要要素との関係性の探索結果を整理すると

表 6のようになり，諸活動において全ての受援重要要

素が実行されていることが確認できた． 

 

(4) Step2 変数データのカテゴライズ 

 市町村別の変数候補を表 5 のカテゴリーに従って，災

害ＶＣ受援体制整備事業期間満了時点（2022年 3月 31日）

の同事業の実績をカテゴライズし，表 7 に示した．表 7

の県内市町村数は 39 であり，それは母集団サイズに一致

するため，本解析が取り扱うデータはサンプリングデー

タではなく全数データである． 

 

表 7 目的・説明変数候補のカテゴリーデータ 

（2022 年 3 月 31 日現在） 
県内市

町村名 

目的変数 説明変数候補 

運営訓練 犠牲者 養成講座 参集初動 マニュアル 協定書 群内協力力 

01 2 2(3) 1 1 1 1 2 
02 2 1(3) 1 1 1 2 2 

03 1 1(2) 1 1 1 1 2 
04 2 1(3) 1 1 1 1 2 

05 2 1(3) 2 1 1 2 2 
06 2 2(2) 2 1 1 1 2 

07 1 2(1) 1 1 1 1 2 
08 2 3(3) 1 1 1 1 2 

09 1 1(3) 1 1 1 1 2 
10 2 1(3) 2 1 1 1 2 

11 2 1(3) 2 1 1 2 2 
12 1 2(1) 1 1 1 1 2 

13 2 1(3) 2 2 1 2 2 
14 2 1(2) 1 2 2 1 2 

15 2 1(2) 1 1 1 1 2 
16 2 1(2) 2 1 1 1 2 

17 2 3(3) 1 2 2 1 2 
18 2 1(3) 1 2 2 1 2 

19 1 3(3) 1 1 1 1 2 
20 1 1(3) 2 1 1 1 2 

21 2 1(2) 2 1 1 1 2 
22 2 1(2) 2 1 1 1 2 

23 2 3(3) 2 2 2 1 2 
24 2 2(2) 1 1 1 1 2 

25 1 3(3) 2 1 1 1 1 
26 1 3(3) 2 2 1 1 1 

27 1 3(3) 1 1 1 1 1 
28 1 3(3) 1 1 1 1 1 

29 1 1(2) 2 1 1 1 1 
30 1 1(3) 2 1 1 1 1 

31 1 1(2) 2 1 1 1 1 
32 1 1(2) 2 1 1 1 1 

33 1 2(1) 2 1 1 1 1 
34 1 2(1) 2 1 1 1 1 

35 1 2(1) 1 1 1 1 1 
36 1 3(3) 2 1 1 1 1 

37 1 1(2) 2 1 1 1 1 
38 1 2(1) 2 1 1 1 1 

39 1 1(2) 2 1 1 1 1 

（注）犠牲者列の()外は表 2に示す全災害，（）内は伝承災害
のカテゴリーデータを表す．伝承災害については第 4 章

(6)節 a)項において詳述している． 

 

(5) Step3～Step4 多重共線性の発生及び除外 

 説明変数候補間に強い相関（多重共線性）が存在する

と，解析精度に悪影響を及ぼすため，多重共線性発生の

有無をチェックし，発生していれば解析精度向上のため，

該当説明変数候補を除外し，その後，解析を進める必要

がある．相関の強さはクラメールの連関係数によって表

し，その値が 0.5 以上の場合に多重共線性が発生してい

るとみなす菅（2017）18)の基準を採用した．表 8 は扱う

全ての変数間のクラメールの連関係数の算出結果である． 

 表 8 より，参集初動（説明変数候補）とマニュアル

（説明変数候補）間のクラメールの連関係数が 0.793

（＞0.5）と強い相関があることが判明した．そのため，

運営訓練（目的変数）と参集初動（説明変数候補）又は

運営訓練（目的変数）とマニュアル（説明変数候補）間

のクラメールの連関係数が小さい方の参集初動（説明変

数候補）を除外し，Setp5 以降の解析を行った． 

 

表 8 クラメールの連関係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) Step5 解析精度のチェックと改善 

 本モデルによる解析精度が低ければ，解析結果の信頼

性が低くなるため，そこで高い解析精度を得るために，

さらに検討を加えた．本論では，菅（2017）18)が提唱す

る判別的中率を 75%以上，並びに相関比を 0.5以上という

解析精度の基準を採用した．その基準をクリアするため，

解析精度向上を目指した以下のような二つの改善を行っ

た． 

a) 改善 1 犠牲者（説明変数候補）の見直し 

 当初，表 2 に示す 21 件の災害（犠牲者 605 人）全

てを犠牲者（説明変数候補）としたところ，解析精

度基準をクリアすることが出来なかった．そこで，

前述の 21 件の災害の中で現代県民の大多数の記憶に

留めていないと判断できる災害を説明変数候補から

除外し，現代県民にも比較的伝承され記憶に残って

いると考えられる 5 件の災害のみに絞り込み，それ

を犠牲者（説明変数候補）として解析精度の再チェ

ックを行った．その効果によって，判別的中率基準

（75%以上）をクリアできた．一方，相関比基準

（0.5 以上）には達しなかった．同時に，過去の災害

に関する伝承が十分に行われていないという寂しい

実態に直面することになった．犠牲者（説明変数候

補）として，絞り込んだ 5 件の災害とは，1889 年の

十津川大水害（県民犠牲者 249 人），1953 年の紀和

水害（県民犠牲者 43 人），1959 年の伊勢湾台風（県

民犠牲者 114 人），1982 年の大和川大水害（県民犠

牲者 16 人）及び 2011 年の紀伊半島大水害（県民犠

牲者 24 人）であった．上記の 5 件の災害への絞り込

みは，一部の市町村職員，市町村社協職員及び地元

住民へのインタービュー方式で行った． 

b) 改善 2 郡内協力体制（説明変数候補）の追加 

 小規模な町村社協における災害ＶＣ受援体制整備

事業の推進は，市社協における同事業の推進に比べ

て困難を極めた．町村社協組織は少人数である上に，

その職員の職務の大部分は老人福祉事業によって占

められているという現状があった．そのような町村

社協に対して，災害発生時に備えて，「災害ＶＣ設

置・運営の事前準備を行いましょう」と呼びかけて

も共感を得るのは容易ではなかった．運営訓練（目

的変数）を実施するには，地元住民から運営スタッ

フ役，ボランティア役及び被災者役を動員する必要

があるため，当該町村社協単独では実現にはかなり

の困難があったのである． 

 そこで，同一郡内の町村社協が連携して各々の社

協が少しずつ職員を出し合い，運営訓練（目的変数）

を合同して実施しようとのアイデアが生まれた．郡

内社協による災害ＶＣ設置・運営合同訓練の実施は

訓練だけに止まるものではなく，実際に被災した場



 

 

8 

 

合に，災害ＶＣの合同設置・運営の実施を目指すも

のでもあった．そのような郡内社協による災害ＶＣ

設置・運営合同訓練の呼びかけは，功を奏して実施

例が出始めた.そのような郡内社協間協力体制の実現

の有無を説明変数候補として追加した． 

 改善１及び改善２の効果によって，判別的中率並

びに相関比の値は共に[1]及び[2]式のように解析精

度基準をクリアすることが出来た． 

 

 判別的中率は[1]式 18)に対して表 9 に掲げた数値を

代入して求められる．表 9はマハラノビス汎距離によ

って 2群（運営訓練を実施済み，運営訓練が未実施）

に分別し判別したものである(1)． 

 

 

判別的中率＝
N11 + N22

N33
× 100＝

17 + 18

39
× 100 

                  = 89.7 (%) 
 

 但し，[1]式中の N11は表 9 における 1 行 1 列の

値，N22及び N33も同様の意である． 

 

表 9 判別クロス集計表（N 表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）群 1 は「運営訓練実施済み」，群 2 は「運営訓練

未実施」の市町村数． 

 

 相関比ηは[2]式 18)にて算出した．相関比は 0～1

までの値であり，群間変動が大きく郡内変動が小さ

くなればなるほど大きな値となる．相関比の算出に

必要な全体変動並びに群内変動は表 10 を作成し，

①～⑤の手順にて求めた．これにて仮説③の数量化

Ⅱ類による定量分析を実施する準備が整った． 

 

η =
群間変動

全体変動
= 0.672           [2] 

 

但し 

群間変動 = 全体変動 − 郡内変動     [3] 

 

① 全体平均は全ての市町村別サンプルスコア

の平均とする．同様にして，群 1 平均及び

群 2 平均を算出する． 

② 全体，群 1 及び群 2 の偏差平方を算出す

る． 

③ 全体偏差平方和は各偏差平方の縦合計とす

る．同様にして，群 1 偏差平方和及び群 2

偏差平方和を算出する． 

④ 全体偏差平方和を全体変動とする． 

⑤ 群１偏差平方和と群 2 偏差平方和の合計を

群偏差平方和計（群内変動）とする． 

表 10 相関比計算表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．考察及び今後の課題 
 

(1) 考察 

 第 4 章(6)節において解析精度の基準をクリアできたの

で，表 8 に掲げた説明変数候補から「参集初動」を除外，

並びに「犠牲者」を 5 つの伝承災害に限定したものを説

明変数として確定し，数量化Ⅱ類による解析をアイスタ

ット社の「マルチ多変量」を使用して定量分析を実現し

た．その解析結果に対する考察を以下に述べる． 

a) 目的変数に対する説明変数の影響度 

 各説明変数が運営訓練（目的変数）へ及ぼした影

響度の大きさは，表 11 におけるカテゴリースコアの

レンジの大きさによって判断することができる．各

説明変数のレンジの大きさの順番は「郡内協力」，

「マニュアル」，「協定書」，「犠牲者」及び「養

成講座」となった．図 7 は表 11 のカテゴリースコア

をグラフ表示したものである． 

 図 7 より，運営訓練（目的関数）の実施に対して，

ポジティブな影響（促進要因）を与えた主な説明変

数のカテゴリーは「郡内協力整備済み」，及び「過

去の災害犠牲者数が 10 人以上」であり，逆に，ネガ

ティブな影響（阻害要因）を与えた主な説明変数の

カテゴリーは「マニュアル未策定」，「協定書未締

結」，及び「郡内協力未整備」であることが明らか

となった．災害ＶＣ受援体制整備事業推進者の立場

[1] 
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からすると，促進要因よりも，むしろ阻害要因の排

除こそが重要であり，阻害要因の排除ができさえす

れば，自ずと最終ゴールに最接近できたものと判断

できる． 

 

表 11 カテゴリースコアの算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 カテゴリースコア 

 

b) 関係式による予測 

 市町村別のサンプルスコアを y と表し，表 11 に示

した説明変数記号を用いて説明変数との関係を関係

式[4]式 18)にて表した． 

 

 

 

 
 但し，[4]式の X11,…,X52は 0-1 のダミーデータを持

ち，それらの係数はカテゴリースコアである． 

 災害ＶＣ受援体制整備事業期間満了時点（2022年 3

月 31 日）において，運営訓練（目的変数）が未実施

の市町村のうち，そのサンプルスコアが判別的中点

（-0.15）(2)により近い市町村ほど運営訓練（目的変

数）の実現に近いという予測ができる．[4]式より，

市町村（01，04，08）のサンプルスコアは共に（-

0.229）であり，判別的中点にもっとも近い値を持ち，

今後の運営訓練（目的変数）の実現にとって最有望

市町村であると予測することができる．全ての市町

村のサンプルスコアは表 10 に掲げているとおりであ

る． 

c) 協定書未締結（阻害要因）問題 

 図 7によると，協定書未締結（阻害要因）問題は災

害ＶＣ受援体制整備事業における大きな阻害要因の

一つである．協定書未締結（阻害要因）排除の如何

は市町村社協から市町村への「as4 越境」並びに

「as5 連携」行為の成否にかかっている． 

 この協定締結率に関する 2022 年 2 月現在の全国社

協による調査 22)によると，全国の市町村社協の協定

締結率は 43.5%，社協近畿ブロック内の同協定締結率

は 55.5%であった(3)．ほぼ同時期の奈良県における同

協定締結率は 92.1%に比べると，全国並びに近畿ブロ

ック内社協の協定締結率は約１／２の水準に止まっ

ている．今後，本県の災害ＶＣ受援体制整備事業の

結果が他県への刺激となって，全国的に「協定書未

締結」という阻害要因の排除がより一層進展するな

らば，本荘ら（2015）のいう「as2 支援を受け入れる

ための環境づくり」の喜ばしい拡散といえる． 

d) 運営訓練（目的変数）の実施率 

 本論の検証作業に使用したデータは偶然にも事業

目標に対して成功・不成功が混在したデータとなっ

たために，解析において両者の対比を際立たせる結

果になったことが幸いしたと考えられる．しかしな

がら，災害ＶＣ受援体制整備事業期間満了後にも成

功事例が徐々に増加し，運営訓練（目的変数）の実

施率は同事業期間満了時点（2022年3月31日）の 54%

（21市町村）から 2023年 3月 31日現在には 74%（29

市町村）にまで上昇した． 

e) 郡内協力未整備（阻害要因）問題 

 郡内社協合同による運営訓練（目的変数）の実施

は町村社協と県社協とで実現した独自の工夫であっ

たが，郡内協力未整備（阻害要因）問題の解決は郡

内町村社協間の「as4 越境」並びに「as5 連携」行為

の活発さにかかっている． 

f) ディスカッション 

 表 1に示す受援重要要素において，特定の受援重要

要素が他の受援重要要素よりも優位に働いている状

況については次のように考察する． 

 表 11 において，レンジサイズベスト 3 は郡内協力

（説明変数），マニュアル（説明変数）及び協定書

（説明変数）であり，これら 3種類の諸活動は他の諸

活動よりも優位性があるのは明らかである． 

 次に，受援重要要素の優位性の観点から，次のよ

うに述べることができる．表 6では，レンジサイズベ

スト 3の諸活動が含む受援重要要素のうち実施件数上

位は「as4 越境」，「as5 連携」及び「as2 支援を受

け入れる環境づくり」となっており，レンジサイズ

ベスト 3の諸活動が含む 3種類の受援重要要素もまた

他の受援重要要素よりも優位性があると見做すこと

ができる. 

 ところが，前述の「as2 支援を受け入れる環境づく

り」に必要とするリソースを市町村社協は独自に保

有していないケースがほとんどである．そのために，

そのリソースを当該市町村から提供を受ける約束を

確実なものとするために，当該市町村へ「as4 越境」

し「as5 連携」を重ねて，協定書（説明変数）の締結

を目指すことになる． 

 つまり，災害ＶＣ受援体制整備事業における「as2 

支援を受け入れる環境づくり」の成就は「as4 越境」

及び「as5 連携」行為の成否に依存しているという現

実があり，結局，「as4 越境」及び「as5 連携」が他

の全ての受援重要要素に対して優位性があると結論

できる． 

 

(2) 今後の課題 

 災害ＶＣ受援体制整備事業における今後の課題は次の

ように考える． 

a) 市町村社協における受援力の一層の向上のため，県

社協による市町村社協への支援力をなお一層高める

こと． 

b) 県社協は災害ＶＣ受援体制整備事業と並行して，県

y = 0.950x11 − 0.594x12 + 0.097x21 − 0.852x22 

     +0.092x31 − 0.803x32 + 0489x41 − 0.271x42 

    +0.030x43 + 0.146x51 − 0.113x52 [4] 
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内諸団体によって構成されている災害時救援組織で

ある奈良県プラットフォーム，並びに全国的中間支

援組織との連携強化を図ってきた．今後はこれら内

外の組織との連携の質をさらに高めること． 

c) 被災者から災害ＶＣへの依頼が予想されるスペシャ

ルニーズにも対応できるよう備えること． 

d) 東日本大震災においても，大きな戦力となったＮＰ

Ｏ・ＮＧＯが運営する特殊技能を有する民間の災害

ＶＣとの連携への取り組みを推進すること． 

e) 犠牲者数（説明変数）の犠牲者数別カテゴリーに対

して運営訓練（目的変数）への影響度の大きさが比

例していなかったが，その原因は未だ解明できてい

ない．今後の調査課題とする． 

f) 養成講座（説明変数）のカテゴリースコアを見る限

り，養成講座（説明変数）の実施は運営訓練（目的

変数）実現への一定の効果が認められる．しかし，

受講者人数の人口に占める比率が未だ少いため，今

後の養成講座参加者のすそ野拡大を図ることが必要

である． 

g) 運営訓練（目的変数）の実施率が一定水準に達した

現状においては，今後は運営訓練（目的変数）内容

のより一層の充実化を目指すことによって，同体制

整備の実効性を一層高めることに取り組む必要があ

る． 

 

 

６．まとめ 

 

 災害ＶＣ受援体制整備事業は県から県社協が受託した

3 ヶ年事業であった．その事業目的は自然災害に県下の

市町村が被災した場合に，市町村社協が主導して災害Ｖ

Ｃの設置・運営を行うことができること，並びに，災害

ＶＣを拠点として，被災者の生活再建支援を効果的に行

えるよう，同体制整備をすることであった．同体制整備

の最終ゴールを運営訓練（目的変数）の実現と定め，同

訓練実現のために有効と考えられる諸活動を実施してき

た．本論は，災害ＶＣ受援体制整備事業の実態を同事業

期間満了後に検証し，将来の被災者支援に活かすことを

目標として，同事業が目指す最終ゴールである運営訓練

（目的変数）の実現に説明変数として選択した諸活動が

与えた影響度を解明した． 

 その検証対象データは定性及び定量混在データである

ために，それらのデータをカテゴライズすることによっ

て多変量解析手法の一つである数量化Ⅱ類を適用し，定

量分析を実現した．数量化Ⅱ類による解析に際しては，

高い解析精度を確保するために最大限の配慮を行った． 

 説明変数の目的変数への影響度の解明ができたことに

よって，運営訓練（目的変数）に対する促進要因並びに

阻害要因を把握することができた．主な促進要因は「郡

内協力整備済み」及び「過去の犠牲者 10 人以上」，主な

阻害要因は「マニュアル未策定」，「協定書未締結」及

び「群内協力未整備」であった．災害ＶＣ受援体制整備

事業推進者の立場からすると，促進要因よりも，むしろ

阻害要因の把握ができたことの方が重要な意味を持つと

考えている．何故ならば，阻害要因を排除することさえ

できれば，自ずと最終ゴールに最接近できると考えられ

るからである．諸活動と受援重要要素との関係性の整理

においては，全ての受援重要要素が諸活動に網羅されて

いることがわかり，先行研究の成果と本論が扱う災害Ｖ

Ｃ受援体制整備事業には共通点が多いことが確認できた．

同時に，諸活動と受援重要要素との関係性の整理を行っ

たことによって，本論における検証が独善的検証作業に

陥ることを回避できた． 

 

 

補 注 

 

(1) サンプルスコア表 

 表 12 のサンプルスコア表における判別群列は表 9 の判別クロ

ス集計表作成のためのデータとして使用している． 

 

表 12 サンプルスコア表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）群 1 は「運営訓練が実施済み」、群 2 は「運営訓練が未実施」． 

 

(2) 判別的中点の求め方 

 表 13 の群別サンプルスコア累積相対度数分布表の群別累積％

から図 8 の累積判別グラフを作成すると，群 1 及び群 2 の折れ

線の交点の横軸の値が判別的中点となる. 

 

表 13 群別サンプルスコア累積相対度数分布表 
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図 8 累積判別グラフ 

 

(3) 「行政との災害時協定締結状況」調査 

 全国社協によって，2022年 2月 28日時点の「行政との災害時

協定締結状況調査」が行われた．その調査方法は表 14 のとおり

である．なお，この調査結果は非公開情報であるが，全国社協

のご厚意によって本論における使用許可をいただいた．全国社

協発表の締結率の算出式の分母は回答数としている．一方，奈

良県の算出式には県内市町村社協数を使用している．社協近畿

ブロックとは，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，及

び和歌山県の各社協で構成する地区別ブロックの一つである． 

 

表 14 行政との災害時協定締結状況の調査方法 

■調 査 地 域：日本国内全域 

■調 査 対 象：市町村社協（区を含む） 

■調査標本数：1,853 件（市町村社協全数） 

■調 査 方 法：電子メール送付・電子メール返信 

■回 収 数：1,377件 率（74.3%） 
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